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長崎県ビジネス支援プラザ指定管理者募集要領 

 

長崎県ビジネス支援プラザの管理運営業務を効率的かつ効果的に実施するため、長崎県

ビジネス支援プラザ条例（平成１６年長崎県条例第７５号、以下「条例」という。）第３

条の規定に基づき、以下のとおり指定管理者を募集します。 

                                        

１．対象となる施設の名称及び所在地 
 （１）名 称：長崎県ビジネス支援プラザ 

（２）所在地：長崎市出島町２－１１ 出島交流会館 

 

２．施設の概要等 
 （１）施設の沿革 

長崎県ビジネス支援プラザ（以下「支援プラザ」という。）は、長崎港常盤・出

島地区に立地する出島交流会館内の施設で、２階及び８階から９階までをスタート

アップ企業育成施設、１０階を誘致企業向け貸事務室として利用されています。 

なお、同会館の１階及び４階から５階までは、県民ボランティア活動支援センタ

ーなど多くの県民が利用できる施設があり、６階及び７階には中小企業支援機関で

ある（公財）長崎県産業振興財団の事務所があります。 

 

（２）施設の構成 

支援プラザは、出島交流会館の２階及び８階から１０階までで、２階、８階、９

階のスタートアップ企業育成施設と１０階の誘致企業向け貸事務室に分かれていま

す。 

    

①２階（３８９㎡） 

 ・展示交流室（２階） １室（２２５㎡） 

 ・創業準備室（２階） ４㎡×５ブース ※展示交流室内 

 

②８階（３８９㎡） 

    ・小創業者育成室（小インキュベートルーム） ６室（13㎡×５室、12㎡×１室） 

    ・創業準備室（８階）（創業準備スペース）  １室（５ブース計３７㎡） 

    ・商談室  ２室（各１９㎡） 

    ・創業支援室（管理者事務室）  １室（２５㎡） 

    ・コピー室、倉庫等 

 

③９階（３８９㎡） 

        ・中創業者育成室（中インキュベートルーム） ２室（２７㎡、２６㎡） 

        ・展示交流室（９階）  ２室（各４８㎡） 

・コピー室、倉庫等 

 

④１０階（３７２㎡） 

    ・誘致企業向け貸事務室  １８５㎡（３室に分割可能。現在７１㎡、１１４㎡ 

の２室に分割） 

    ・倉庫等 
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 （３）支援プラザに求められる役割 

    支援プラザは、製造業、情報通信業などの成長が見込まれる産業や高付加価値型

の産業を創出し、育成する拠点施設として、長崎発の企業を数多く育てていくこと

を目標としており、起業家の成長段階に応じた様々な支援が求められています。 

 

３．指定管理者が行う管理における基本的事項 
  適正な管理の観点から必要不可欠な業務運営の基本的事項は、次のとおりです。 

  

（１）開館日 

支援プラザ(２階及び誘致企業向け貸事務室、創業準備室及び創業者育成室（以下

「入居用施設」という。）を除く。)の開館日は、原則として、次に掲げる休館日を

除いた期間とします。 

    ①日曜日及び土曜日 

    ②国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

    ③年末年始（１２月２９日～翌年１月３日） 

    ただし、必要に応じて、休館日に開館することができます。 

 

 （２）開館時間 

支援プラザ（２階及び入居用施設を除く。）の開館時間は、午前９時から午後６

時までとします。 

    ただし、必要に応じて、臨時にこれを延長することができます。 

 

 （３）公平性の確保 

支援プラザの管理運営にあたっては、支援プラザを使用しようとする者の公平な

使用を確保して下さい。 

 

 （４）管理運営を通じて取得した個人に関する情報の取扱い 

指定管理者は、長崎県個人情報保護条例第１１条の規定に基づき、「４．指定管理

者が行う業務の範囲」に定める業務を行うため個人情報を取り扱う場合は、資料５

「個人情報取扱特記事項」を遵守してください。違反した場合は、同条例に規定す

る罰則の適用があります。 

また、個人情報取扱事務に従事している者又は従事していた者は、当該事務に関

して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなりません。

（退職後もその対象となります。） 

 

 （５）使用料 

支援プラザの使用料については、条例で定めており、指定管理者が使用料を変更

することはできません。 

    なお、入居者から徴収した使用料及び共益費（※１）については、県の収入とな 

ります。 

    ※１）共益費とは、２階及び８階から１０階の入居者負担の光熱費及び誘致企業

向け貸事務室（１０階）の清掃等ビル管理委託経費等に相当する費用（200

円／㎡）を指します。 
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 （６）関係法令の遵守 

指定管理者が、支援プラザの管理運営業務を行うにあたっては、関係法令、例規

を遵守する必要があります。 

 

 （参考）支援プラザ２階はＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ運営者が管理 

 開館日・開館時間：火曜日～土曜日（午後０時から午後８時まで） 

休館日：日曜日、月曜日、祝日、年末年始 

 
４．指定管理者が行う業務の範囲 
  業務の範囲は、次の（１）～（３）のとおりとします。 

ただし、業務範囲に掲げるすべての業務を一括して他の事業者に委託することはできま

せんが、部分的な業務については、専門の業者に委託できるものとします。 

 

 （１）支援プラザの使用許可に関する業務 

   ① 入居用施設の使用許可、使用許可の取消、使用の中止、使用許可事項変更届出の

     受理 

・ 創業準備室（２階、８階）及び創業者育成室の使用許可の決定にあたっては、

関係機関、有識者等からなる入居審査会を開催し、その審査結果に基づき可否

の決定を行わなければなりません。 

・ 誘致企業向け貸事務室の使用許可の決定にあたっては、本県の企業誘致活動業

務を行っている(公財)長崎県産業振興財団、県及び指定管理者で協議のうえ、

可否を決定します。 

② 商談室及び展示交流室（２階、９階）の使用許可 

・ 展示交流室（２階）を使用できる者は、長崎県ビジネス支援プラザ条例第1条

の目的を達成するための事業を実施する者とします。 

・ 商談室及び展示交流室（９階）を使用できる者は、入居用施設の使用許可を受

けた者（以下「使用者」という。）並びに支援プラザの設置目的に資する事業

のために使用する公共的団体等（※２）とします。 

 ※２）「公共的団体等」とは、県、市及び地方自治法第１５７条の公共的団 

体等を指します。 

    ③ 運営規定等の作成 

・上記、①と②について、必要に応じ県と協議の上、規定類の作成を行います。 

 

 （２）支援プラザ及び附属設備の維持及び修繕に関する業務 

     出島交流会館の２階及び８階から１０階までの維持及び修繕に関する業務を行

います。 

 

 （３）その他支援プラザの運営に関して必要となる業務 

   ① 支援プラザの使用料等に関する業務（支援プラザ２階、８階から１０階の入居者） 

    ア）使用料及び共益費徴収業務 

     ・使用者から使用料及び共益費を徴収し、指定の期日までに県へ納付します。 

    イ）使用料の減免、還付に関する業務 

     ・指定管理者は、公益上その他特別の理由があると認めるときは、知事の承認

      を得て、使用料を減額し、又は免除することができます。 
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   ② 使用者に対する相談業務（支援プラザ８階から１０階の入居者） 

    ・スタートアップ企業育成施設の入居者や誘致企業に対して、創業から販路開拓

に至るまで、各種相談業務を行います。 

    ・単独での相談対応が難しい場合は、県や産業支援機関と連携を図りながら、解

決に努めます。 

③ 備品管理業務 

・指定管理者は、備品使用の実態に応じて適切に備品を配置し、管理を行うものと

します。 

・指定管理者は、備品を使用する者に対して適正な使用の指導を行います。 

・指定管理者は、備品の修繕の必要があると認められるときは、修繕の手続きを行

い、修繕備品の状況について把握しておくものとします。 

 

○ なお、ビル全体の維持管理に必要な清掃、機械警備、エレベータ保守など各種のビ

ル管理業務については、指定管理者の業務には含まれませんが、施設入居者への周

知や日程調整などを行っていただきます。 

＜出島交流会館全体の維持管理に関し、県が委託契約しているもの＞ 

  ・環境衛生管理業務委託 

  ・清掃作業業務委託 

  ・機械警備業務委託 

  ・エレベータ保守点検業務委託 

  ・消防設備保守点検業務 

  ・自家用電気工作物保安管理業務委託 

  ・ガス空調室外機保守点検業務 

  ・建築設備点検業務委託 

・フロン漏洩点検業務委託 など 

  上記の委託業務は、原則、県の業務とし、指定管理者の費用負担はありません。 

 

○ 指定管理者が行う業務の範囲内で、故意又は過失により、支援プラザ及び附属設備

をき損し、又は滅失し、その他県又は第三者に損害を与えた場合には、指定管理者

はその損害を賠償しなければなりません。 

 
５．管理運営経費等 
  支援プラザの管理運営に要する費用は、県からの負担金をもって充てるものとします。 

 

 （１）負担金の対象となる経費 

    県が支払う負担金の対象となる経費については、提出された事業計画書に基づき、

   指定（予定）期間中の管理運営に関する基本協定を締結し決定します。  

 

（２）リスク分担 

   県と指定管理者のリスク分担は、以下のとおりとします。 
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リスクの種類  内  容  

負担者  

県  
指  定

管理者  

物価変動  人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増   ○  

金利変動  金利の変動に伴う経費の増   ○  

住 民 及 び 使 用

者への対応  

地域との協調   ○  

施設管理、運営業務内容に対する住民、使

用者その他関係機関等からの苦情や要望へ

の対応（但し、ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡを除く） 

 ○  

上記以外  ○ 

 

 

法令の変更  
施設の管理運営に影響を及ぼす法令変更  ○   

上記以外  ○ 

 

税制度の変更  
施設の管理運営に影響を及ぼす税制変更  ○   

一般的な税制変更   ○ 

政治、行政的理  

由 に よ る 事 業

変更  

政治、行政的理由から、施設管理、運営業

務の継続に支障が生じた場合、又は業務内

容の変更を余儀なくされた場合の経費及び

その後の維持管理経費における当該事情に

よる増加経費負担  

○   

不可抗力  

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、

火災、争乱、暴動、その他の県又は指定管理

者のいずれの責めにも帰することのできな

い自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、

設備の修繕等による経費の増加及び事業履

行不能  

○   

書類の誤り  

県が責任を持つ書類の誤りによるもの  ○   

事業計画書、指定管理者が提案した内容の

誤りによるもの  
 ○  

設備等の損傷 

指定管理者としての注意義務を怠ったこと

によるもの  
 ○  

経年劣化を含む小規模修繕 

（１件あたりの単価が２０万円未満） 
 ○  

経年劣化を含む小規模修繕 

（１件あたりの単価が２０万円以上） 
○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特

定できないもの  
○   
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第 三 者 へ の 賠

償  

指定管理者としての注意義務を怠ったこと

により損害を与えた場合  
 ○  

上記以外の理由による損害を与えた場合  ○   

セキュリティ  警備不備による情報漏洩、犯罪発生   ○  

事 業 終 了 時 の

費用  

指定管理者の期間が終了した場合又は期間

中途における業務を廃止した場合における

事業者の撤収  

費用  

 ○  

 

（３）負担金の金額及び支払い方法 

負担金の金額は、県が適正であると認める金額の範囲内とし、具体的には、県と

指定管理者が協議のうえ、毎年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに締結

する協定書で定めます。 

支払い方法については、概算払及び精算払により分割して支払い（※３）ますが、

年度終了後の精算時において、負担金に余剰が発生する場合は、県へ返還していた

だきます。また、原則として、上記のリスク分担の負担者が県である場合を除き、

負担金の額の増額は認めていません。 

ただし、協定締結以降、人件費や物価の高騰等、指定管理者の責に因らない社会

経済情勢の著しい変化に伴い、負担金の額を超えることが見込まれる場合には、協

議に応じます。 

 

 

 

   ※３）年間の費用の半額を当該年の７～８月に、４分の１を１２月頃に、精算見込

み残額を３月に、それぞれ概算で支払い、残額を翌年４～５月に精算払いし

ています。 

 

  【参考】 県の負担金額   令和２年度 ８，５７８，２６７円 

                令和３年度 ７，８１７，１３７円 

                令和４年度 ８，９９２，０５４円 

                令和５年度 ８，５０３，４６５円 

 

６．指定管理者によるスタートアップ企業の創出及び成長支援事業の提案 
  指定管理者は、支援プラザの設置目的に沿って、独自に企画・計画した事業を提案す

ることができます。ただし、提案された事業は、県が承認した事業に限り実施すること

ができるものとします。 

 

７．指定管理者の指定（予定）期間 
 （１）指定（予定）期間は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間

とします。 

  

（２）指定（予定）期間は、議会の議決後、正式に指定期間となります。 
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 （３）ただし、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、県は、公の施設の

    管理の適正を期するため行った必要な指示に指定管理者が従わないとき、その他

    当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を

    取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずる場合があ

    ります。 

 

８．応募資格 
  指定申請書を提出することができる者は、次に掲げる条件の全てを満たす者とします。 

  ①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当

   する者でないこと。 

   ※地方自治法施行令第１６７条の４第１項 

     普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該

    入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加

    させることができない。 

②指定申請書の提出期限の日から指定の日までの間において、国、長崎県及びその他の

地方公共団体から指名停止又は指名除外の措置を受けている者又は受けることが明

らかである者でないこと。 

③指定申請書の提出期限の日以前６ヶ月から指定までの間において、手形交換所で不

渡手形若しくは不渡小切手を出した事実又は銀行若しくは主要取引先から取引停止

等を受けた事実がある者でないこと。 

  ④指定までの間において、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４

４条の規定に基づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１

項若しくは第１９条第１項の規定に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事

再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立

てがなされた者（会社更生法又は民事再生法の規定に基づく更生手続開始又は再生

手続開始の決定がなされた者で、更生計画又は再生計画の認可の決定された者を除

く。）でないこと。 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に掲げる暴力団又はそれらの利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」

という。）及び暴力団等の構成員が役員となっている団体でないこと。 

  ⑥直近１年間の都道府県税、市町村税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

 

９．指定管理者の指定申請に関する提出書類 
指定管理者の指定を受けようとするものは、指定管理者指定申請書（長崎県ビジネス

 支援プラザ条例施行規則様式第１号）及び誓約書に下記の（１）、（２）に掲げる書類

 を添えて提出してください。 

なお、グループで申請する場合は、グループの代表者を定めることとし、グループで

の協定の締結にあたっては、構成員すべてを協定当事者とします。 

また、提出する前に提出書類チェックリスト（別添様式５）により確認をおこなってく

ださい。  

 

（１）事業計画書（下記事項を含む別添様式１） 

   ①支援プラザの管理運営方針に関する事項 

   ②管理運営の内容に関する事項 
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   ③スタートアップ企業の創出及び成長支援事業の提案に関する事項 

④収支計画に関する事項 

※ 上記①～④の概要を１枚（Ａ３版横、様式任意）にまとめて、事業計画書の１頁 
目に３つ折りにして添付してください。 

 

（２）付属書類 

   ①定款又は寄附行為 

   ②法人登記簿の謄本（申請書の提出日より３ヶ月以内に取得したもの） 

   ③役員の名簿及び履歴書 

   ④法人の概要に関する書類（別添様式２） 

   ⑤貸借対照表（直近２カ年分） 

   ⑥損益計算書（直近２カ年分） 

   ⑦営業（事業）報告書（直近２カ年分） 

   ⑧都道府県税、市町村税、消費税及び地方消費税の未納がない証明 

   ⑨共同事業体協定書（グループで申請する場合のみ、様式は任意） 

※⑤～⑦について 

      新たに設立する法人又は設立初年度の法人にあっては、収支予算書又はこれに

類する書類をもって、これらの書類の提出に代えることができます。 

      なお、グループで申請する場合は、構成員それぞれについてこれらの書類を添付

すること。 

※⑧について 

     新たに設立する法人又は設立初年度の法人にあっては、添付を要しないものと

    します。なお、グループで申請する場合は、構成員全員の証明書を添付すること。 

 

（３）募集要領の配布期間 

   募集要領及び指定申請書等の配付を以下のとおり行います。要領及び指定申請書等様

式はホームページからもダウンロードできます。また、希望者には郵送しますので、

ファックスにてお申し込みください。 

① 配布期間 

令和６年８月３０日（金）から令和６年９月１７日（火）まで（ただし、日曜日、

土曜日、国民の祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

②申込方法  

任意の様式に、法人の名称、所在地、代表者氏名、担当者氏名、電話番号及びフ

ァックス番号を記入の上、ファックスにて申し込みください。 

※ファックス送信後に、電話にて受信確認を行ってください。 

③配付場所、請求先 

〒850-8570 長崎県長崎市尾上町３番１号 長崎県産業労働部新産業推進課 上原 

（電話：095-895-2526 ファックス：095-895-2544） 

※URL https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/shigoto-sangyo/sangyoshien/shinkigyou/plaza/ 

 

10．指定申請書の提出方法 
（１）提出場所 

    〒850－8570 長崎市尾上町３番１号 

    長崎県産業労働部新産業推進課（担当：上原） 
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（２）提出期間 

    令和６年９月１８日（水）から令和６年９月２４日（火）まで（ただし、日曜日、

土曜日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

 

（３）提出方法 

    持参又は書留郵便。 

    ただし、書留郵便の場合は、提出期限令和６年９月２４日（火）午後５時必着。 

（４）提出部数 

    提出部数は、正１部、副５部（副は複写可）の６部とします。 

    また、事業計画書及び提出された資料については、返却しません。 

 

11．指定申請書等の提出にあたっての注意事項 
（１）指定申請書等の様式 

指定申請書等は、日本工業規格のＡ４の大きさとします。 

ただし、官公署の発行する証明書等やむを得ないものについては上記以外でも認

めます。 

 

（２）言語、通貨、単位等 

指定申請書等に用いる言語、通貨、単位等は、日本語、日本円、日本の標準時及

び計量法（平成４年法律第51 号）に定める単位に限ります。 

 

（３）重複提案の禁止 

申請１者につき、提案は１案とします。複数提案はできません。 

 

（４）指定申請書等の再提出等の禁止 

提出後の提出書類の再提出及び差し替えは、県が指示する場合を除き、認めません。 

 

（５）指定申請書等の取扱い 

・提出された指定申請書等の著作権は、申請者に帰属します。 

・提出された指定申請書等は、指定管理者を選定する以外の目的に使用すること

はありません。 

・提出された指定申請書等は、理由の如何を問わず、一切返却しません。 

・指定管理者候補者が県に提出する指定申請書等は、指定管理者指定後、県が公

表できるものとします。 

 

（６）提出書類の複製 

提出された書類は、選定を行う作業に必要な範囲で複製を作成することがあります。 

 

（７）指定申請の辞退 

申請受付後に辞退する場合には、必ず書面にて提出してください（様式は任意） 

 

（８）指定申請に関する費用 

指定申請書等の提出及びその他申請に係る費用については、全て申請者の負担と

します。 

-9-



 

（９）不正行為の禁止 

指定申請書等の記載に虚偽又は不正があった場合、その他申請法人及び関係者に

おいて不法又は不正な行為があった場合は、失格とします。 

 

（10）接触の禁止 

申請法人及びその関係者が、選定委員及び本件募集関係者に対して、本件審査に関

して公平を損なう接触を行った場合は、失格とします。 

 

12．その他留意事項 
管理運営に当たっては、ISO14001の趣旨を踏まえた環境保護の活動に積極的に取り組

む必要があります。 

 

13．指定管理者の指定 
（１）指定管理者の候補者を、条例第６条の規定に基づき、次の選定基準により総合的に

評価して選定し、議会の議決を経て指定管理者として指定します。 

①事業計画書等の内容が、支援プラザを使用しようとする者の公平な使用を確保で

きるものであること。 

②事業計画書等の内容が、条例第２条各号に掲げる業務を行うことにより、支援プ

ラザの効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経費の縮減を図るこ

とができるものであること。 

③指定を受けようとするものが有する物的能力及び人的能力が、事業計画書に沿っ

た支援プラザの管理を安定して行うことができるものであること。 

④事業計画書の収支計画に関する事項の金額が、過去の実績に照らし、過大でない

こと。 

 

上記について、合計点数の最も高い応募者と協議を行い、協定締結の手続きを行う。 

協定締結の手続きが調わないときは、次点の応募者と協議を行い、契約締結の手続き 

を行う。 

 

 （２）指定申請以降に、「８．応募資格」に掲げる条件を満たさないこととなった場合

    は、指定をしないことがあります。 

 

14．選定方法等 
（１）選定方法 

   選定委員会において、事業計画書等の書類に基づき、指定管理者の候補者として、

  最も優れた指定申請者を選定します。 

 

（２）選定事務の所管 

   選定事務については、県産業労働部新産業推進課が行います。 

 

（３）選定基準 

  １．指定管理者の選定基準 

県では、創業しやすい環境を作ることで創業に取り組む者の裾野を広げることを 
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創業支援の方針としており、本施設の利用見込み者の県下での発掘や利用促進、入 

居後に創業につながる支援など創業者の増加を重視する観点から、以下の①～③を 

選定の基準とします。 

①事業計画書等の内容が、支援プラザを使用しようとする者の公平な使用を確保 

できるものであること。 

②事業計画書等の内容が、条例第２条各号に掲げる業務を行うことにより、支援 

プラザの効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経費の縮減を図 

ることができるものであること。 

③指定を受けようとするものが有する物的能力及び人的能力が、事業計画書に 

沿った支援プラザの管理を安定して行うことができるものであること。 

④事業計画書の収支計画に関する事項の金額が、過去の実績に照らし、過大でな 

いこと。 
 

  ２．審査項目及びその配点 

別添の「指定管理者候補者選定評価表」のとおり。 

 

  ３．選定結果の通知 

    選定結果については、指定申請者すべてに文書で通知します。 

   （令和６年１０月中～下旬を予定） 

 

15.協定に関する事項について 

  指定管理者の指定にあたっては、県との協議後、議会の議決を経て指定管理者の指定

を行った後、県と協定書を締結します。 

    指定管理者は、県との協定で定めた事業計画書を基に業務を行ないますが、指定管理

期間中に業務改善などの提案がある場合は県との協議の上業務内容の変更ができます。 

 

16.募集要領等に関する質問及び回答 

（１）質問受付期間 

令和６年８月３０日（金）から令和６年９月１７日（火）まで（ただし、日曜日、

土曜日、国民の祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで。 

 

（２）受付方法 

募集要領に関する質問書（別添様式３）に記載の上、１３ページに記載の「問い

合わせ先」まで受付期間内にファックスまたは電子メールでお送りください。 

 

（３）回答方法 

     随時ファックス又は電子メールで質問者宛に回答するとともに、質問及び回答に

ついてホームページに掲載します。 

 

17.現地説明会の開催 
施設概要等についての現地説明会を以下のとおり開催しますので、参加を希望する場

合はファックス又は電子メールにて申し込みください。 

 

（１）開催日時  

令和６年９月６日（金） 午後２時～午後４時 
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（２）開催場所  

出島交流会館 ９階 展示交流室 （長崎市出島町2-11） 

 

（３）申込方法 

現地説明会参加申込書（別添様式４）に記入の上、令和６年９月５日（木）

午後５時までに、下記宛にファックス又は電子メールにて申し込みください。 

   ※ファックス、電子メール送信後に電話にて受信確認を行ってください。 

＜現地説明会参加申込先＞ 

    長崎県産業労働部新産業推進課（担当：上原） 

（電話：095-895-2526 ファックス：095-895-2544 

メール：s-uehara●pref.nagasaki.lg.jp（●を@に換えてください）） 

18．その他 
（１）業務の継続が困難になった場合の措置 

指定管理者の責に帰すべき事由により、支援プラザの運営業務の継続が困難になっ

た場合は、県は指定の取消及び協定の解除をすることができるものとします。その場

合は、県に生じた損害及び第三者に与えた損害は指定管理者が賠償するものとします。 

 

（２）業務の引継ぎ 

当該募集により指定管理者が交替することとなった場合 

① 指定管理者候補者は、県及び現在の指定管理者と十分協議の上、指定期間開始ま

での間の引継計画を策定し、県に報告するものとします。 

② ①の引継ぎに係る費用は原則として指定管理者候補者が負担するものとします。 

③ 指定管理期間内に指定が取り消された場合、次の指定管理者候補者が決定した場

合は、業務の円滑な引継ぎについて県及び指定管理者候補者に対して協力するも

のとします。 
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●指定管理者の業務開始までのスケジュール 

１．募集要領の配布・・・・・令和６年８月３０日（金）～９月１７日（火） 

２．現地説明会参加申込・・・・・・・９月 ５日（木）午後５時まで 

３．現地説明会・・・・・・・・・・・９月 ６日（金）午後２時から 

４．質問の受付・・・・・・・・・・・８月３０日（金）～９月１７日（火） 

５．質問への回答・・・・・・・・・・随時回答 

６．指定申請書受付・・・・・・・・・９月１８日（水）～９月２４日（火） 

７．書類審査・・・・・・・・・・・・９月２５日（水）～ 

８．選定委員会・・・・・・・・・・・１０月１日（火）（予定） 

９．指定管理者候補者の決定・・・・・・・・・・・・・・・１０月頃 

10．指定管理者の指定（議会による議決・指定の告示）・・・１２月下旬 

11．詳細事項について協議・・・・・・・・・・令和７年 １月～ ２月 

12．基本協定、年度協定の締結・・・・・・・・令和７年 ３月 

13．指定管理者による管理の開始・・・・・・・令和７年 ４月１日～ 

◎問い合わせ先 

〒850－8570 長崎市尾上町３番１号 

長崎県産業労働部新産業推進課 

     担当：上原  

TEL 095-895-2526 FAX 095-895-2544 

E-mail：s-uehara●pref.nagasaki.lg.jp 

   （●を@に換えてください） 
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指定管理者候補者選定評価表（評価基準は別紙のとおり） 委員名

１．法人等に関する事項（１０点） ５点×２項目＝１０点

添付資料のうち、決算書、事業（営業）報告書
／５ ／５ ／５

添付資料のうち、法人の概要 ／５ ／５ ／５

２．管理運営に関する事項（６６点）

／３ ／３ ／３

／３ ／３ ／３

／３ ／３ ／３

／５ ／５ ／５

／５ ／５ ／５
　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（２）施設の維持及び修繕について ／５ ／５ ／５
　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（３）事故や緊急時の対応について ／５ ／５ ／５

／５ ／５ ／５

／５ ／５ ／５
　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（５）商談室及び展示交流室の利用方法について ／５ ／５ ／５

／６ ／６ ／６

／６ ／６ ／６

／６ ／６ ／６

⑤その他運営事項
　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（８）その他

／４ ／４ ／４
３．スタートアップ企業の創出及び成長支援事業の提案に関する事項（１２点）　　６点×２項目＝１２点

／６ ／６ ／６

／６ ／６ ／６
４．収支・予算に関する事項（１２点） ６点×２項目＝１２点

／６ ／６ ／６

／６ ／６ ／６

／１００ ／１００ ／１００

意見記入欄（書類審査、ヒアリングを通じて、各申請者に対するコメントがあれば記入してください。）

２．適当な経歴、能力を持つ従事者の確保が可能である
か。

①管理運営方針

スタートアップ企業
の創出及び成長支
援事業

１．支援プラザの設立目的に沿った、申請者の持つネット
ワーク等を利用した独自の企画が考えられているか。

２．事業の実施方法、経費負担の考え方について、具体
的に提案されているか。

１．上記①～④以外の運営に関する事項（事業計画『（８）
その他』の記載内容）は、支援プラザの管理運営において
有意義なものであるか。

２．公の施設として、公平な管理運営が見込まれるか。

団体名C

１．管理運営に必要な体制が考えられているか。休暇、退
職等の際の従事者の補充体制は充分か。

評価項目 評　　価　　観　　点 団体名B団体名A

３点×３項目＝　９点
４点×１項目＝　４点
５点×７項目＝３５点
６点×３項目＝１８点

合　　　　　　　　計

１．経営的に安定しているか。

２．同種の施設管理業務の実績があるか。

安定した管理運営

１．予算の範囲内で運営できるか。
事業計画書の収支計画に関する事項の金額が、過去の
実績に照らし、過大でないか。

３．商談室及び展示交流室の許可や利用方法の考え方
は適当であるか

１．支援プラザの設置目的を理解しているか。

３．自社の持つノウハウや業務実績などが管理運営方針
に活かされているか。

２．入居者の審査方法は妥当であるか。

４．事故、緊急時の対応を考えているか。

２．経費の縮減について工夫がなされているか。

②管理運営体制

③施設管理

④相談業務

管理運営の効率性

１．スタートアップ企業等からの相談業務について実績が
あるか。

３．相談に対して、県や産業振興財団、その他支援機関
等と連携して解決が可能か。

３．施設の維持及び修繕に対する考え方、方法等は適当
であるか。

２．相談業務に関して、ノウハウ、人的な面での体制が
整っているか。

１．施設管理の方法は使用者のニーズに沿っているか。

　「③スタートアップ企業の創出及び成長支援事業
の提案に関する事項」

　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（７）経費の縮減の方策について

　「④収支計画に関する事項」

　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（４）入居用施設の使用許可について

事業計画書等の記載箇所

　「①支援プラザの管理運営方針に関する事項」

　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（１）運営体制について

　「②管理運営の内容に関する事項」
　　（６）使用者に対する相談業務について
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別紙

【評価基準】

●３段階評価
　　３：優れている　　２：普通　　１：劣っている

●４段階評価
　　４：とても優れている　　３：優れている　　２：劣っている　　１：とても劣っている

●５段階評価
　　　５：とても優れている　　４：優れている　　３：普通　　２：劣っている　　１：とても劣っている

●６段階評価

　　６：とても優れている　　５：優れている　　４：やや優れている

　　３：やや劣っている　　　２：劣っている　　 １：とても劣っている

４－１について
R2～R5の実績×5/4の金額42,364千円以下を6点として、その3％である1,271千円ごとに
1点減点していく。ただし、47,447千円を超えた場合1点とする。
（例）43，635千円の場合、5点
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